
所属名 グループ名 契約の相⼿⽅ 契約件名 開始 終了   契約⾦額（円） 適⽤条項 随意契約理由

装備    ⾞両グループ    
エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン 株式会社 カス
タマーサポート部

新型ヘリコプターの航空機⽤部品継続供給業務に
係る契約の締結及び経費の⽀出について

20250122 20250331 20,922,000 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
業務（航空機⽤部品継続供給業務）が特定の
者（唯⼀の実施可能者である当該者）でなけ
れば実施することができないものであるため

施設    安全施設グループ  
オムロンソーシアルソリューションズ 株式会社 ⼤阪
事業所

ＥＸＰＯ ＥＫＩＤＥＮ２０２５に伴う定数設定
等委託業務

20250207 20250325 10,753,600 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム改修業務）が特定の者（当該
システムの開発業者）でなければ実施するこ
とができないものであるため

装備    ⾞両グループ    ⽇本エアロスペース 株式会社
新型ヘリコプターの航空機エンジン⽤部品継続供
給業務に係る契約の締結及び経費の⽀出について

20250122 20250331 9,715,200 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号

業務（航空機エンジン⽤部品継続供給業務）
が特定の者（唯⼀の実施可能者である当該
者）でなければ実施することができないもの
であるため

施設    施設グループ    株式会社 ⾼知電⼦計算センター 給与管理システム改修業務 20250121 20250331 4,950,000 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
業務（システム改修業務）が特定の者（当該
システムの開発業者）でなければ実施するこ
とができないものであるため

会計    ⽤度グループ    ケーワイエス⼯業 株式会社
卓上視覚検査器他１件の保守点検調整委託に伴う
契約の締結及び経費の⽀出について

20250114 20250331 2,926,000 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
業務（卓上視覚検査器他１件の保守点検）が
特定の者（製造元）でなければ実施すること
ができないものであるため

会計    ⽤度グループ    興和テクニカルサービス 株式会社
視覚検査装置他４件の保守点検調整委託に伴う契
約の締結及び経費の⽀出について

20250114 20250331 2,884,200 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号

業務（視覚検査装置ほか４件の保守点検）が
特定の者（製造元である興和株式会社の販
売・保守を専⾨とする興和テクニカルサービ
ス株式会社）でなければ実施することができ
ないものであるため

装備    装備管理グループ  キンパイ商事 株式会社 ガス検知警報機保守点検調整委託 20250120 20250331 1,427,360 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号

対象物品が特定の者（機器製造メーカー及
び、保守点検事業の譲渡を受けた者）でなけ
れば保守点検を⾏うことができないものであ
るため

装備    装備管理グループ  キンパイ商事 株式会社
⾼圧ガス圧縮装置に係る定期⾃主検査及び開放検
査

20250213 20250331 1,331,000 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号

対象物品が特定の者（機器製造メーカー及
び、保守点検事業の譲渡を受けた者）でなけ
れば保守点検を⾏うことができないものであ
るため

会計    決算グループ    伸和サービス株式会社
新紙幣発⾏に伴う⼤阪府警察光明池運転免許試験
場駐⾞場設備機器の改修等業務

20250131 20250331 1,061,500 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
業務（駐⾞場設備機器の改修等）が特定の者
でなければ実施することができないため

装備    ⾞両グループ    浪速⾃動⾞⼯業株式会社 ドッグケージ積載⽤⼟台の制作委託 20250131 20250331 1,980,000 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第1号 制作委託で契約⾦額が２５０万円以下のため

装備    装備管理グループ  ⽇本エム・アイ・シー 株式会社 ⾦属製窓付防弾楯のぞき窓交換修理 20250120 20250331 1,487,200 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
対象物品が特定の者（機器製造メーカーの代
理店）によらなければ修繕を⾏うことができ
ないものであるため

装備    装備管理グループ  株式会社装備開発機構 ⾦属製窓付防弾楯のぞき窓交換修理 20250120 20250331 1,947,000 地⽅⾃治法施⾏令第１６７条の２第１項第２号
対象物品が特定の者（機器製造メーカーの代
理店）によらなければ修繕を⾏うことができ
ないものであるため


